
26

単位

本数 8 (8) 8 (8) 8 (8)

本数 4 (4) 5 (5) 5 (5)

本数 3 (3) 2 (2) 2 (2)

本数 1 (1) 1 (1) 1 (1)

本数

千円

千円

千円

千円

千円

人

時間

千円

千円

円

人

平成 年度実績に関する施策・基本事業評価表（兼 主要な施策の成果報告書補足資料） 重点施策

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費）

4,426

941

4,194

施策の
トータル
コ ス ト

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計）

－

参考

25,954

－

－

－

　同　　　上
円

Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

－

－ 4,399

2,380

－

－

－

－

7,222

3,8664,424 96,084

6,000

129,949

26,292

604

2,984

43,555

22

－

586 543

5,700

21

23,906

355 289

41,694

5,900

－

－Ｄ．事務事業に要する年間総時間

円 －

－

－

－

-0.048 -0.018

18

　うち基本事業②を構成する事務事業の決算額小計

　うち基本事業①を構成する事務事業の決算額小計

5,273

36,628

－

4,382１時間あたりの平均人件費 －

基本目標№

施策Ｎｏ．

主管課名

＜施策重要度調査結果＞

23年度 24年度

－ 44,315魚津市の人口（各年度12月末時点）

　うち基本事業③を構成する事務事業の決算額小計 － －

－　うち基本事業④を構成する事務事業の決算額小計

－

－

－

　うち基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

－

・市地域防災計画を適時見直し、各種の防災マニュアルを作ります。
・市民の防災に対する意識を高めるための啓発活動を行います。
・自主防災組織への支援などを行います。
・防災情報を正確・迅速に伝達できる体制を構築します。

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

・自主防災組織を結成し、自分の地域のことは地域で守る体制を整えます。

　うち基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

関係課名

施策が目指
すすがた

施策の成果
向上に向けて
の住民と行政
との役割分担
や地域等へ
の期待など

0.956

・日頃から災害が起きたときの危険箇所や避難経路を確認し、災害に備えます。
・家具などの転倒・落下防止策を万全にし、防災用品、食料品・飲料水などの物資を準備します。
・地域で結成されている自主防災組織に積極的に参加します。

6,043 1,634

44,036

効率性
指　標

安全で快適な暮らしやすいまち

・風水害や地震などの自然災害や武力攻撃などの非常事態から、市民の生命、財産が守られています。
・災害発生時における自助（自分の身は自分で守る）、共助（みんなのまちはみんなで守る）、公助（行政）の役割分担を市民と共有し、的確で迅速
な対応ができています。

全ての課（魚津市地域防災計画による）

26年度 27年度25年度

　うち基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

　うち基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

25年度実績 26年度実績24年度実績

防災体制の整備

区　　　　　分 27年度実績23年度実績

12

2

施　策　名

0.832

地域協働課

22年度実績

－

24年度 25年度 26年度 27年度

-0.102 0.009

（

地
域

）

そ
の
他

3,147

12,722 103,65715,740

－

　同　　　上
円

Ｃ．施策に携わる正規職員数合計

市民１人あたりにおける施策の

－

－Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ）

832

Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）
－

行
　
政

事
業
所

・
市
　
民

基本目標名

－

－

市民意識
調査結果

－

－

－

＜施策満足度調査結果＞

23年度

0.940

－
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1

2 ◎

3 ◎

4 ○

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

0

0

0

0

0

0

0

0

25年度

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

Ａ248,000

2,500,000

38,180

0

一般会計

3,310

13,600

0

0

86,400

80.3
81.0

75.4

災害備蓄用品整備事業

100,000

27,000

会計名№

77.0

予算現額（円）

一般会計

0

32年度
（最終目標値）

67.0

58.5 67.6

決 算 額（円）

％

70.0

26年度

77.3

67.2

27年度
（中間目標値）

83.0

防災体制の整備

90.0
75.8

75.0

基本事業①の目的（意図）

12

１次評価結果

単位 Ｈ21年度実績

77.2

82.0 79.0

62.0 63.0

85.0

65.0 69.0

24年度

災害予防体制の整備

施　策　名

基本事業①を構成する事務事業の実績（◎：総合計画の主要事業　○：実施計画掲載事業）

平成26年度
担当課事務事業名

611,000

一般会計

一般会計

一般会計

成果指標名

平成26年度における
主な事業内容（活動内容）

22年度 23年度

【防災・国民保護事務】
・防災会議を開催し、地域防災計画において修正が必要な個所について見直しを行いました。
【総合防災訓練事業】
・魚津市総合防災訓練を魚津市西部山側ブロック（上中島、松倉、上野方地区）で実施しました。
【災害備蓄用品整備事業】
・災害に備えるため、災害時用備蓄品として非常食や飲料水の購入をしました。

目標値（上段）及び実績値（下段）

災害時の避難所を知っている人の割合

災害に対する備えをしている世帯の割合 61.8

2,496,690

％
59.6

地域協働課

地域協働課

合　　計 3,146,817 339,1833,486,000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9,000

0

-

Ｂ275,093

0

0

0

0

0

魚津市防災会議開催及び地域防災計画修正事務

防災・国民保護事務

防災啓発事業（避難所看板設置事業）

総合防災訓練事業

Ａ

-

81.0

209,820

18,000

335,907

予算残額（円）

地域協働課

地域協働課

風水害や地震などの自然災害や武力攻撃などの非常事態から、市民の生命、財産が守られています。

基本事業名①

施策Ｎｏ．

0

64.9

地域協働課
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1

2 ◎

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35 0

合　　計 5,806,000 4,426,335 1,379,665

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

基本事業②を構成する事務事業の実績（◎：総合計画の主要事業　○：実施計画掲載事業）

4,389,000

事務事業名№ 会計名
平成26年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 魚津市防災講演会開催事務 130,000 37,335 92,665 -

基本事業名② 地域防災力の向上

基本事業②の目的（意図） 災害発生時における自助、共助、公助の役割分担を市民と共有し、的確で迅速な対応ができています。

平成26年度における
主な事業内容（活動内容）

【魚津市防災講演会開催事務】
・自主防災関係者を中心に、防災講演会を開催しました。
【防災啓発事業（自主防災組織育成・支援事業）】
・新たに組織化した複数町内会（ブロック単位）の自主防災組織に対して資機材を整備しました。
・沿岸部の自主防災組織に対して津波対策用資機材を整備しました。
・地域における防災リーダーとして、日本防災士機構認定防災士の養成を図り、その資格取得への支援をしました。
・避難行動要支援者名簿を作成し、自主防災組織の代表者に配布しました。

成果指標名 単位 Ｈ21年度実績

目標値（上段）及び実績値（下段）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
（中間目標値）

32年度
（最終目標値）

15 18
20

30 36 39 42 45
48

3

地域協働課

12 施　策　名 防災体制の整備

63
30 32 37 51

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

施策Ｎｏ．

65

地域協働課

一般会計 防災啓発事業（自主防災組織育成・支援事業） 5,676,000

町内会単位の自主防災組織数 団体 26

集落 0

1,287,000 Ａ

24
3 13 13 13 13

孤立集落予防対策の作成済集落
7 11
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1 ◎

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35 0

合　　計 318,428,000 96,083,735 222,344,265

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

基本事業③を構成する事務事業の実績（◎：総合計画の主要事業　○：実施計画掲載事業）

№ 会計名
平成26年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 防災情報整備事業 318,428,000 96,083,735 222,344,265 Ａ

0

防災行政無線・個別受信機等による情報伝
達世帯カバー率

％ 50.0
51.0

0

事務事業名

17.0 18.0
20.0 25.0

12.4 11.9 12.5 13.6 12.0

地域協働課

0

95.0
51.0 53.0 55.0 55.0 55.0

12 施　策　名 防災体制の整備

基本事業名③ 情報伝達体制の充実

基本事業③の目的（意図） 市民や観光客などに、気象情報や避難勧告などの正確な情報を迅速に伝達できる体制ができています。

平成26年度における
主な事業内容（活動内容）

【防災情報整備事業】
・平成26年度３月に魚津市デジタル防災行政無線設備事業実施設計業務を委託しました。（繰越明許）
・平成26年12月に魚津市防災行政無線デジタル同報系及び移動系整備工事の請負契約を行いました。（繰越明許）
・平成27年１月に魚津市防災行政無線デジタル同報系及び移動系整備工事監理業務を委託しました。
・魚津市緊急情報配信サービスのシステムを更新しました。
・防災行政無線、全国瞬時警報システム（Jアラート）の保守業務を行いました。

成果指標名 単位 Ｈ21年度実績

目標値（上段）及び実績値（下段）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
（中間目標値）

32年度
（最終目標値）

災害に備えて、隣近所の協力体制を整えて
いる割合

53.0 55.0 57.0 59.0
60.0

％ 数値なし
14.0 15.0 16.0

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ③

施策Ｎｏ．
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経営戦略会
議における施
策の課題及

び方針

26年度の
評価結果
（基本事業
の成果を

考慮し記載）

３．施策の課題認識及び取り組み状況

　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

施策の重要度

◆地域住民の防災意識の高揚や自発的な防災組織の活動を推進するなど、地域防災力の向上を図ります。
◆緊急情報を迅速・的確に伝達し、災害時等における市民の生命・財産を守ります。

施策の重要度 一般

部会評価
（協議結果、今
後の方針及び
課題等につい
て記載）

施策Ｎｏ． 12

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

【①災害予防体制の整備】
◆国の防災基本計画の修正、富山県地域防災計画の見直しに併せて、魚津市地域防災計画の見直しを行っていきますが、今後、具体的な各種防
災マニュアルの作成が必要となります。
◆市内を4ブロックに別けて開催していた魚津市総合防災訓練については、平成26年度魚津市西部山側（上中島、上野方、松倉地区）で実施する
ことで一巡となります。今後の実施方針などを検討しましたが、平成27年度は富山県総合防災訓練が実施されるため、平成28年度以降の実施を検
討します。
◆災害対策基本法の改正において、避難行動要援護者名簿の作成が市町村に義務付けられ、平成25年８月に「避難行動要支援者の避難行動支
援に関する取組指針」が示されたことから、民生委員が高齢者の見守り用に使用している名簿のうち、本人の了解が得られた方について、避難行
動要支援者名簿を作成し、自主防災組織に提供しました。

【②地域防災力の向上】
◆自主防災組織の設立を支援する資機材整備を進めるとともに、地域防災活動への助言等を行い充実を図ってきます。
◆地域防災力の向上につなげるため、自主防災組織と地域の様々な団体と連携を図っていきます。
◆孤立集落資機材整備事業は、事業申請の希望が出るよう、集落に出向いて周知を図ります。

【③情報伝達体制の充実】
◆防災行政無線のデジタル化の整備工事（繰越明許）を進めるとともに、緊急情報配信サービスを更新しました。今後、ケーブルテレビやＬアラート
（災害情報共有システム）との連携について、調査・研究を進めていきます。

一般

◆地域防災力の充実強化のため、自主防災組織や消防団など地域の様々な団体の連携が図られるよう支援するとともに、市民意識が高まるよう
啓発に努めること。

【①災害予防体制の整備】
＜総合防災訓練事業＞
◆平成23年度から魚津市を４つのブロックに別け総合防災訓練を実施しており、平成26年度は魚津市西部山側（上中島、松倉、上野方地区）で実
施しました。参加者には、自助、共助、公助の役割分担について認識が深まりました。

【②地域防災力の向上】
＜魚津市防災講演会開催事務＞
◆防災講演会を開催するなどにより、市民に災害時における自助、共助の重要性についての理解が深められました。
＜防災啓発事業（自主防災組織育成・支援事業）＞
◆複数町内会（ブロック単位）での自主防災組織の設立を支援するため防災資機材の整備をしたことにより、地域の防災力の向上が図られました。
◆防災に関する高度な専門的知識・技能を有する「防災士」の養成に取り組むことにより、地域の防災力の要となる自主防災組織の活動の活性
化、地域防災力の強化を図りました。

【③情報伝達体制の充実】
＜防災情報整備事業＞
◆平成26年度に魚津市デジタル防災行政無線の整備の実施設計業務及び工事の監理業務を委託し、整備工事の請負契約を行いました。

　（26年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

【①災害予防体制の整備】
◆災害予防体制の整備に関する市民意識調査では、概ね目標値に達していることから、防災や災害時への意識が高まっているものと思われま
す。

【②地域防災力の向上】
◆自主防災組織は、校区単位での組織率は魚津市、黒部市、滑川市ともに100％であるが、町内会単位の自主防災組織の設立については、人口
減少や高齢化などから単位町内会での設立が進まないことから、複数町内会単位（ブロック単位）での設立を進めています。平成26年度において
は、目標値を達成しています。

【③情報伝達体制の充実】
◆防災行政無線同報系の県内の整備状況を比較した場合、魚津市の拡声子局数はかなり少ない状態です。自主防災組織役員や区長等に防災ラ
ジオを配布するなどを行っていますが、市民への迅速な情報伝達まで至っていません。

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景

　（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）

施　策　名 防災体制の整備

5/5


